
中国のサステナビリティ開示・保証の規制動向
（2024年12月）
中国政府、初のサステナビリティ開示基準を公表

2024年12月30日

中華人民共和国財政部（MOF）は、他省庁・機関とともに、「企業向けサステナビリティ開示基準－基本基準（試行）」を

公表しました。強制適用に関する要求事項が公表されるまでは、任意適用となります。

基本基準は、企業向けサステナビリティの開示に関する一般的な要求事項を定めており、以下のように構成されています。

➢ 第1章総則

➢ 第2章開示の目的および原則

➢ 第3章情報品質要件

➢ 第4章開示要素

➢ 第5章その他の開示要件

➢ 第6章附則

特定（テーマ別）基準や適用ガイダンスは、後日公表される予定です。

詳細は、以下のウェブサイトをご覧ください。

◼ プレスリリース（基本的な基準とFAQを含みますが、中国語のみとなっています）

原文（英語）：Chinese ministries publish first sustainability disclosure standard
※本資料はDeloitte & Touche LLPが作成し、有限責任監査法人トーマツが翻訳したものです。日本語版については、有限責
任監査法人トーマツにお問い合わせください。日本語版と原文に相違がある場合には、原文の記事事項を優先します。
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サステナビリティ開示・保証の最新規制動向

日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ開示・保証の規制に関する最新動向を取りまとめて
います。

https://kjs.mof.gov.cn/zhengcefabu/202412/t20241216_3949745.htm
https://www.iasplus.com/en/news/2024/12/china-sustainability-standards
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/audit/articles/crd/newsletter.html
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